「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	　項　目
	ホームレスの生活相談

	事業実績及び事業効果

	　　平成16年度：巡回相談件数18件、入所者0名。市負担金：156千円
　　平成1７年度：巡回相談件数18件、入所者１名。 市負担金：603千円

　　平成1８年度：巡回相談件数1０件、入所者４名。市負担金：599千円

　　平成1９年度：巡回相談件数　５件、入所者５名。市負担金：578千円

　　平成２０年度（8/18現在）：

巡回相談件数　３件、入所者３名。市負担金：６５０千円

　平成16年度～平成17年度にかけて、河川敷や海岸の防波堤等で路上生活を送っているホームレス者の支援が主となっていたが、この１～２年は、家賃滞納により住居を失う者や服役後帰来先がない住所不定者、住居なく友人宅を転々とする者等の相談が増えており、ホームレス自立支援センターに入所して、就労自立に至った者が多い。就労困難者は、救護施設に入所して施設保護を行った。

　また、本市在宅で生活保護受給者が家賃滞納にて強制退去となり、昨年度1件、今年度1件ホームレス自立支援センターおおいずみに入所となった。在宅時において、日常生活支援事業（旧：権利擁護事業という名称）や後見人制度を活用する等して、金銭管理支援を受ける必要があるが、家賃の滞納額が増えてからの相談となるため、日常生活支援事業や後見人制度等を活用することができなかった。そのため、ホームレスになることの防止支援となった。

　ホームレス者やホームレスになりそうな者等の自立支援策として、ホームレス自立支援推進事業が大きな効果を上げていると思われる。

	課題・問題点
	　女性のホームレスの自立支援センター入所が困難であり、女性のホームレスの施設支援等が必要である。

	計画に対する意見、今後の方向性等
	　所得格差や非正規雇用等の問題、近年の雇用経済情勢等を背景として、大都市部を中心に、公園・河川敷等で野宿生活を送るホームレス者、ネット難民等が増加、大きな社会問題になっている。
　現在本市において、ホームレス者はいないが、家賃滞納により住居を失う者や服役後帰来先がない住所不定者、住居なく友人宅を転々とする者等の相談が増えており、これらの人の自立支援に向けて、この事業の継続は必要である。
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